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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第33期

第２四半期
連結累計期間

第34期
第２四半期
連結累計期間

第33期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 18,697 18,735 40,309

経常利益 (百万円) 613 1,248 3,692

親会社株主に帰属する四半期(当
期)純利益又は親会社株主に帰属
する四半期純損失（△）

(百万円) 245 △1,100 2,171

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 296 △1,096 2,179

純資産額 (百万円) 19,198 19,348 20,916

総資産額 (百万円) 26,497 28,597 28,528

１株当たり四半期(当期)純利益
金 額 又 は 四 半 期 純 損 失 金 額
（△）

(円) 8.98 △40.26 79.43

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 8.96 ― 79.27

自己資本比率 (％) 71.3 67.3 73.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,382 1,542 3,462

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △992 △911 △1,830

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △540 △537 △574

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 10,645 12,038 11,946
 

 

回次
第33期

第２四半期
連結会計期間

第34期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

(円) 18.09 △43.41
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第34期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式は存在しますが

１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）」としております。

　

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動について、従来ネットビジネス・セグメントに属していた株式会社イー・ビー・エス

は清算結了したため、第１四半期連結会計期間において、連結範囲から除外しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日～平成27年９月30日）における日本経済は、企業収益や雇用情勢

の改善など景気は緩やかな回復基調となる一方で、海外の金融不安による影響など、先行きに不透明感を残す状況

で推移しました。

IT関連市場では、クラウド化が進展しスマートフォンやタブレットなどモバイル端末の業務利用が進むととも

に、医療や農業へのIT活用やグローバルにビジネスを展開する企業のIT化に対するニーズが高まっています。ま

た、同端末を利用した電子書籍市場が急成長しています。更には、モノがインターネットを介して繋がるIoT

（Internet of Things）やウェアラブル端末、ビッグデータなどへの関心が高まり、新たな事業創出が期待されて

います。

　

このような経営環境において、当社グループは中期経営計画（平成24年２月６日公表）の基本方針である、［環

境変化へのスピーディな対応による“進化”］、［重点事業領域の業容拡大に向けた“進化”］、［“進化”を支

える事業基盤の継続的強化］の下、重点事業と位置付けるネットビジネス事業、ヘルスケア事業、GRANDIT事業を中

心に、競争力の強化と業容の拡大に取り組んでいます。

本方針の下、当第２四半期において中長期視点での事業構造改革の一環として、自社保有のデータセンターを利

用したサービス提供について平成29年６月末を目途に終了することを決定しました。これは、仮想化等の技術革新

によるデータセンターサービスの進化、ならびに、将来における当社データセンターの設備更新・ 拡張性や効率性

を勘案し、今後は自社保有のデータセンターによるサービス提供ではなく、業務提携先データセンターの利用やク

ラウドサービスなどを活用したサービスラインナップ多様化を進めていくことが、お客様のニーズにお応えする最

適なソリューションの提案につながるとの判断によるものです。

　

これらの結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの経営成績は、売上高18,735百万円（前年同四

半期比0.2％増）、営業利益1,203百万円（前年同四半期比103.8％増）、経常利益1,248百万円（前年同四半期比

103.4％増）と、売上高、営業利益ならびに経常利益は上場来最高となりました。一方、自社保有のデータセンター

によるサービス提供の終了に伴う事業構造改革費用等を特別損失に計上したことにより、親会社株主に帰属する四

半期純損失は1,100百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益245百万円）となりました。

　

なお、当社グループの業績は、企業や病院等向けの製品・サービスの納期が年度末の３月に集中する傾向がある

ため、売上高、利益ともに第１・第３四半期が相対的に少なくなり第４四半期に集中する傾向を有しています。

　

セグメント別の業績は次のとおりです。

 
　　① ITサービス・セグメント

当第２四半期連結累計期間のITサービス・セグメントは、ヘルスケア事業の業績が回復した一方で、前期の第４

四半期に実施した連結子会社の譲渡による売上高減少が業績に影響しました。その結果、売上高は10,492百万円

（前年同四半期比6.5％減）となりましたが、営業利益は562百万円（前年同四半期比111.0％増）と大きく回復しま

した。

重点事業の業績では、ヘルスケア事業は、病院向けシステムの販売が好調で前年同四半期に比べ増収増益となり

ました。また、起業家とヘルスケア業界との出会いの場を提供するサービス「デジタルヘルスコネクト」では医療

現場の課題解決を図る新たなプログラムを開始したほか、アスリート支援サービスの「アスリートストーリーズ」

ではトレーナー向けのアプリを開発しサービスを開始しました。

GRANDIT事業は、統合業務ソフトウェアパッケージ「GRANDIT®」のクラウド対応を拡充しました。また、ERPシス

テムの開発、保守・運用に豊富なノウハウを有する株式会社エフ・シー・エスが「GRANDITコンソーシアム」に参画

しました。このように、製品強化と開発・販売パートナーの拡充により、同事業は堅調に推移しています。

そのほか、一般企業向けのITサービスにおいても、新製品・サービスの拡充と新規顧客の開拓を進めるととも

に、プロジェクト管理・品質管理の継続的強化に取り組んでいます。
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　　② ネットビジネス・セグメント

当第２四半期連結累計期間のネットビジネス・セグメントは、売上高8,242百万円（前年同四半期比10.3％増）、

営業利益640百万円（前年同四半期比97.9％増）となりました。

電子書籍配信サービスでは、「めちゃコミック」の新たな顧客層の開拓を目的に全国主要都市圏でのテレビコ

マーシャルを実施するなど広告戦略を強化しました。また、株式会社集英社および株式会社秋田書店のコミックの

配信を開始するなどコンテンツの拡充を継続しています。海外展開では、中国の提携先を通じてコミックの配信を

開始するなど販路の拡大に取り組みました。また、知的財産権の保護を目的に、中国政府機関などと共同で「アジ

ア版権管理連盟」を設立しました。

このように主力の電子書籍配信サービスの成長戦略を進める一方で、ソーシャルゲーム事業は事業戦略を見直

し、自社開発による提供を終了しました。

　　　その結果、業績は計画どおり順調に推移しています。

　

　

（2）財政状態に関する説明

総資産は、たな卸資産の増加および投資その他の資産の増加などにより、前連結会計年度末と比較して68百万円

増加し、28,597百万円となりました。負債は、データセンター関連の事業構造改革に伴う事業再編損失引当金の増

加などにより、前連結会計年度末と比較して1,636百万円増加し、9,248百万円となりました。また、純資産は、前

連結会計年度末と比較して1,567百万円減少し、19,348百万円となりました。

　以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の73.0％から67.3％となりました。

　

　

（3）連結キャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は12,038百万円となり、前連

結会計年度末より92百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの主たる増減要因は以下のとおり

です。

　

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

　営業活動によって得られた資金は1,542百万円（前年同四半期は1,382百万円）となりました。これは主に減価

償却費573百万円(前年同四半期は688百万円)、データセンター関連の事業構造改革に伴う事業再編損2,544百万円

(前年同四半期はなし)および売上債権の減少1,373百万円（前年同四半期は1,760百万円）などにより増加し、税金

等調整前四半期純損失1,523百万円(前年同四半期は税金等調整前四半期純利益610百万円)、たな卸資産の増加283百

万円（前年同四半期は179百万円）および法人税等の支払905百万円（前年同四半期は1,441百万円）などにより減少

したものです。

 
〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

投資活動に使用した資金は911百万円（前年同四半期は992百万円）となりました。これは主にソフトウェアなど

無形固定資産の取得による支出532百万円（前年同四半期は847百万円）および投資有価証券の取得による支出336百

万円（前年同四半期は45百万円）によるものです。

　

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

財務活動に使用した資金は537百万円（前年同四半期は540百万円）となりました。これは主に配当金の支払505百

万円（前年同四半期は478百万円）によるものです。

　

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題

はありません。

 

 
（5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は57百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 115,200,000

計 115,200,000
 

 

② 【発行済株式】
　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,800,000 28,800,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数　100株

計 28,800,000 28,800,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年９月30日 － 28,800,000 － 1,590 － 1,442
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(6) 【大株主の状況】
　

平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

帝人(株) 大阪府大阪市中央区南本町１丁目６番７号 15,880,000 55.13

インフォコムグループ従業員持株会 東京都渋谷区神宮前２丁目34番17号 879,700 3.05

日本トラスティ・サービス信託銀行
(株)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 699,900 2.43

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL
(常任代理人　ゴールドマン・サックス
証券(株))

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, UK
(東京都港区六本木６丁目10番１号)

627,021 2.17

DEUTSCHE BANK AG LONDON-PB NON-
TREATY CLIENTS613
(常任代理人　ドイツ証券(株))

TAUNUSANLAGE 12, D-60325 FRANKFURT AM
MAIN, FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY
(東京都千代田区永田町２丁目11番１号)

468,561 1.62

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG
(FE-AC)
(常任代理人　(株)三菱東京UFJ銀行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LONDON
EC4A 2BB UNITED KINGDOM
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号)

424,016 1.47

日本マスタートラスト信託銀行(株) 東京都港区浜松町２丁目11番３号 325,100 1.12

BNY FOR GCM CLIENT ACCOUNTS (E) BD
(常任代理人　(株)三菱東京UFJ銀行)

TAUNUSANLAGE 12, 60262 FRANKFURT, GERMANY
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号)

270,542 0.93

MELLON BANK, N.A. AS AGENT FOR ITS
CLIENT MELLON OMNIBUS US PENSION
(常任代理人　(株)みずほ銀行決済営業
部)

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108
(東京都中央区月島４丁目16番13号)

256,600 0.89

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY
(常任代理人　シティバンク銀行(株))

388 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY 10013
USA
(東京都新宿区新宿６丁目27番30号)

248,300 0.86

計 ― 20,079,740 69.67
 

　

（注）１．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　　　　日本トラスティ・サービス信託株式会社　699,900株

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社　325,100株

　　　２．上記のほか、当社所有の自己株式 1,460,000株（5.06％）があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
　

   平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式　1,460,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　27,338,700 273,387 ―

単元未満株式 普通株式　1,300 ― ―

発行済株式総数 28,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 273,387 ―
 

　

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権４個）含まれ

ております。

 

② 【自己株式等】
　

    平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
インフォコム株式会社

東京都渋谷区神宮前２丁目34
番17号

1,460,000 ― 1,460,000 5.06

計 ― 1,460,000 ― 1,460,000 5.06
 

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 11,945 12,036

  受取手形及び売掛金 7,819 6,446

  たな卸資産 ※1  323 ※1  576

  その他 1,726 2,290

  貸倒引当金 △0 △0

  流動資産合計 21,814 21,349

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,801 1,522

   その他（純額） 911 903

   有形固定資産合計 2,713 2,426

  無形固定資産   

   ソフトウエア 2,109 2,236

   のれん 49 41

   その他 64 57

   無形固定資産合計 2,223 2,334

  投資その他の資産 1,777 2,487

  固定資産合計 6,713 7,248

 資産合計 28,528 28,597

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 2,453 2,528

  未払法人税等 867 368

  賞与引当金 1,017 928

  事業再編損失引当金 ― 1,337

  その他 3,070 2,789

  流動負債合計 7,408 7,952

 固定負債   

  事業再編損失引当金 ― 1,174

  その他 203 121

  固定負債合計 203 1,296

 負債合計 7,612 9,248

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,590 1,590

  資本剰余金 1,448 1,448

  利益剰余金 18,523 16,917

  自己株式 △820 △820

  株主資本合計 20,741 19,135

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 6 10

  繰延ヘッジ損益 0 △0

  為替換算調整勘定 89 89

  その他の包括利益累計額合計 95 99

 新株予約権 42 73

 非支配株主持分 36 40

 純資産合計 20,916 19,348

負債純資産合計 28,528 28,597
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 18,697 18,735

売上原価 10,748 10,357

売上総利益 7,948 8,378

販売費及び一般管理費 ※1  7,358 ※1  7,175

営業利益 590 1,203

営業外収益   

 受取利息及び配当金 3 29

 為替差益 14 ―

 パートナーシップ利益 1 13

 その他 6 3

 営業外収益合計 25 46

営業外費用   

 支払利息 1 0

 為替差損 ― 0

 その他 0 0

 営業外費用合計 1 0

経常利益 613 1,248

特別利益   

 事業譲渡益 0 ―

 特別利益合計 0 ―

特別損失   

 減損損失 ― 204

 事業再編損 ― 2,544

 その他 3 23

 特別損失合計 3 2,772

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

610 △1,523

法人税等 357 △423

四半期純利益又は四半期純損失（△） 253 △1,100

非支配株主に帰属する四半期純利益 7 0

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

245 △1,100
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 253 △1,100

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △2 4

 繰延ヘッジ損益 2 △0

 為替換算調整勘定 42 0

 その他の包括利益合計 42 4

四半期包括利益 296 △1,096

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 277 △1,096

 非支配株主に係る四半期包括利益 18 0
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

610 △1,523

 減価償却費 688 573

 減損損失 ― 204

 事業再編損 ― 2,544

 株式報酬費用 16 30

 のれん償却額 48 7

 引当金の増減額（△は減少） △77 △89

 受取利息及び受取配当金 △3 △29

 支払利息 1 0

 売上債権の増減額（△は増加） 1,760 1,373

 たな卸資産の増減額（△は増加） △179 △283

 仕入債務の増減額（△は減少） △15 75

 その他 △27 △461

 小計 2,821 2,422

 利息及び配当金の受取額 3 25

 利息の支払額 △1 △0

 法人税等の支払額 △1,441 △905

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,382 1,542

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △93 △72

 無形固定資産の取得による支出 △847 △532

 無形固定資産の売却による収入 0 0

 投資有価証券の取得による支出 △45 △336

 差入保証金の差入による支出 △105 △1

 差入保証金の回収による収入 171 20

 出資金の払込による支出 △76 ―

 その他 2 10

 投資活動によるキャッシュ・フロー △992 △911

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 リース債務の返済による支出 △61 △35

 配当金の支払額 △478 △505

 非支配株主からの払込みによる収入 ― 3

 財務活動によるキャッシュ・フロー △540 △537

現金及び現金同等物に係る換算差額 40 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △110 92

現金及び現金同等物の期首残高 10,755 11,946

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  10,645 ※1  12,038
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

連結の範囲の重要な変更
　第１四半期連結会計期間において、株式会社イー・ビー・エスは清算結了したため、連結範囲から除外してお
ります。

 

 

(会計方針の変更等)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的

な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸

表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会

計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会

社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記

載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は

売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載す

る方法に変更しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１  たな卸資産の内訳

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

商品 116百万円 90百万円

仕掛品 205百万円 483百万円

貯蔵品 1百万円 2百万円
 

 

　２ 保証債務

 

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

従業員の銀行借入金に対する保証 6百万円 5百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

給料 1,632百万円 1,537百万円

賞与引当金繰入額 452百万円 453百万円

退職給付費用 59百万円 52百万円

広告宣伝費 2,681百万円 3,005百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

現金及び預金 10,634百万円 12,036百万円

関係会社預け金 11百万円 2百万円

現金及び現金同等物 10,645百万円 12,038百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月13日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 478 17.5 平成26年３月31日 平成26年６月17日
 

 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月12日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 505 18.5 平成27年３月31日 平成27年６月16日
 

 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２ＩＴサービス ネットビジネス

売上高      

  外部顧客への売上高 11,226 7,470 18,697 － 18,697

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

316 1 317 △317 －

計 11,542 7,471 19,014 △317 18,697

セグメント利益 266 323 590 0 590
 

(注) １　セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用であります。

　　 ２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。

 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２ＩＴサービス ネットビジネス

売上高      

  外部顧客への売上高 10,492 8,242 18,735 ― 18,735

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

246 0 246 △246 ―

計 10,738 8,243 18,982 △246 18,735

セグメント利益 562 640 1,203 0 1,203
 

(注) １　セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用であります。

　　 ２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。

 

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

当社グループの更なる成長に向けた中長期的視点での事業構造改革の一環として、新横浜データセンターによ

るサービス提供を平成29年６月末までに終了することとしました。これに伴い、ITサービスセグメントにおい

て、対象資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額204百万円を減損損失として特別損失に計上して

おります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額又は
　　四半期純損失金額（△）

8円98銭 △40円26銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
　親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）
　(百万円)

245 △1,100

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
　金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額
　（△）(百万円)

245 △1,100

普通株式の期中平均株式数(株) 27,340,000 27,340,000

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 8円96銭 ―

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(株) 52,570 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

― ―

 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当第２四半期連結累計期間は潜在株式は存在するも

のの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

 
 
 

(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

 該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年11月５日

インフォコム株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   平   野   　 巌　    ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   切   替   丈　　晴   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているインフォコム株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から

平成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、インフォコム株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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